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はじめに 

























まず第一に, ｢人材紹介｣ 業を包摂する ｢人材
ビジネス｣ 全体の構造についての整理である (1. 
人材ビジネスの定義と事業構造)｡ 
人材ビジネスは今や, 人材紹介を含む有料職業







においては, 良い面, 悪い見面いずれにおいても, 
互いに影響を与え合う状態が構造化している｡ そ

























































































ばならない｡ 例えば, 供給側 (求職者・学生等) に
需要側 (求人企業等) の諸情報を提供するビジネ











の後, どのようなサービスを, 誰に向けて (需要, 
供給のどちらに向けて) 提供するのか, その方法
が事業ごとに異なることである｡ 
このビジネスが採る方法は, 援助 (支援), 相談 
(指導), あっせん (紹介) など実に多様である｡ 
例えば, 援助 (支援) サービス一つを取ってみて







業等) もある｡ もちろん, それら需要側と供給側
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(人材ビジネスの 3 類型) 
これらの事業の定義からは, 機能とサービスの
多様性によって ｢人材ビジネス｣ に 3 つのタイプ 
(類型) を見出すことができる (表 1 )｡ 
 
表 1 人材ビジネスの 3 類型 
サービス機能 
事 業 類 型 
需給の事実確認 需給の調整 
求人確認 求職確認 相談指導 あっせん 
類型 
Ⅰ 
[1] 求人情報メディア事業 ○ × △ × 
[2] 求職者情報メディア事業 × △ △ × 
類型 
Ⅱ 
[1] 採用活動支援事業 ○ × ○ × 
[2] 就職活動支援事業 × ○ ○ × 
類型 
Ⅲ 
[1] 有料職業紹介事業 ○ ○ ○ ○ 




及び調整機能の保有状況から,  3 つの類型を析出
している｡ 見出された事業類型は, メディア事業 
(類型Ⅰ), 支援事業 (類型Ⅱ), 需給調整事業 (類
型Ⅲ) の 3 つである｡ 
以下, 表 1 に示した 3 つの類型ごとに各事業の
現状とビジネスの構造を整理したい｡ なお, 表の
なかの ｢○｣ は, 表頭に示した機能を保有しサー







一つ目のタイプ (類型Ⅰ) は, 情報メディア事
業である｡ この類型のビジネス基盤は, 基本的に
求人広告事業 (求人情報メディア事業と同義｡ 表 





利益は, 広告出稿主 (求人主＝求人企業等) から
広告料を徴収する｡ 表 1 の通り, サービスとして
需給間に介在してあっせんを行うこと (需給調
整) は基本的にないが, 取材を兼ねた求人側への























4  人材紹介業のビジネスモデルと労働市場 
よる求人広告サービスは企業の新規学卒一括採用
及び学生等の就職活動 (いわゆる ｢就活｣) 時の
インフラとなっている｡ こうした経緯から, 求人広





























































































ディア事業 (表 1 の類型Ⅰ [2]) である｡ 
求職者情報メディア事業は, 高度成長期以降長
い時間をかけてビジネスを構築してきた求人情報
メディア事業 (求人広告事業) とは異なり, イン
ターネット技術の普及を受け, 極めて短期間のう





からの情報をインターネット上で受け付け (表 1  
｢求職確認｣ →△4)) たのち, ｢求職者情報｣ の取
りまとめかたを同様にインターネット上で個別指



























































テム (いわゆる ｢スカウトメール｣) がビジネス
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化され, 急速に普及した｡ 
以上のような求人・求職者情報統合型メディア
事業は, 限りなく ｢職業紹介事業 (＝人材紹介
業)｣ に近い機能構造を有している｡ 表 1 のフレ
ームで整理すると, 類型 1  [1] と [2] の統合シス
テムは, 同一事業者が求人確認を行う (表 1  ｢求
人確認｣ →○) とともに求職確認も同時に行うか





及び求職者双方への ｢相談指導｣ →○)｡ その一




















































種の隠れ蓑｣ でもあった｡ 1997年の労働省 (当
時) 令によってホワイトカラーの職業紹介が規制
緩和される以前においては, 人材紹介業が紹介先














管官庁 (当時の労働省) との折衝などを経て, 97
年の規制緩和措置 (法定手数料の上限を ｢ 6 ヵ月
の賃金・賞与の10.5％｣ に引き上げるとともに, 
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は, 表 1 の通り, 求人企業の求人ニーズを確認す
るとともに (表 1  ｢求人確認｣ →○), その労働条
件のあり方等についてコンサルティングを行う 
(表 1  ｢相談指導｣ →○)｡ つまり, 規制緩和以前 
(1997年以前) の人材紹介業は, 類型Ⅲ [1] の ｢求
職確認｣ と ｢あっせん｣ のサービス機能に対する






















能化 【類型Ⅱ [2]】) 
1992年のバブル崩壊以降, 労働市場は急激に冷
え込んだ｡ バブル経済の真っ直なかにおいて, 有
効求人倍率 (新卒・パートを除く) は, 1987年に約 
2 倍から89年には約 4 倍まで倍増したが, 一転, 89
年をピークに今度は急減し, 94年には約 1 倍の水
準まで落ち込んでいる｡ 労働市場の冷え込みは続
き, 95年には 1 ドル＝80円を超える ｢超円高｣, ま
た97年にはアジア通貨危機がさらなる攪乱要因と
なって, 自動車や電機などの加工組立産業は大き
な影響を被っている｡ この間, バブル経済期に約 
2 ％だった失業率は, 98年に 4 ％, 2002年には 5 ％
の大台を超えている｡ 
他方, 戦後1947-49年のベビーブーム期に生ま
れ, 1960年代後半の好景気時 (いざなぎ景気) に
高校・大学を卒業して大量就職した, 大人数のい
わゆる ｢団塊の世代｣ は, 1990年代後半の労働市
場が長く冷え込んでいた時期, 就職した企業組織






























表 1 の機能分布で考えると, そもそも (海外で
普及していた) 基本的なアウトプレースメント業
は, リストラされた求職者の求職ニーズを直接的
に確認し (表 1  ｢求職確認｣ →○), その自らの力
による再就職活動を後方からきめ細かくバックア
ップする (表 1  ｢相談指導｣ →○) サービスであ
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に既に, 全体の倍以上の 4 ％を超える水準にあり, 
95年の超円高時には 6 ％を超え, 97年のアジア通
貨危機後に急伸し99年には 9 ％ , 2003年には約
10％の大台に突入している｡ 大卒の求人倍率11)に
限ってみても, 91年のバブル経済最盛期に約 3 倍
あったものが以降一貫して下がり続け, 96年には




期｣ の時代において, 若年層の非正社員化 (契約













ン｣ である｡ この政策は, ①キャリア教育強化 
(中高・大学におけるインターンシップ教育の拡充
等), ②フリーター等の意欲向上 (｢ジョブカフェ｣ 
や ｢若者自立塾｣ の普及等), ③成長分野の人材育
成 (専門職大学院の拡充等), ④企業内人材投資 
























(表 1  ｢求職確認｣ →○) と ｢相談指導｣ (表 1  ｢相
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談指導｣ →○) に特化されていった｡ 
4) 職業紹介・労働者派遣事業の役割とサービス 
(｢国民勤労動員署｣ から ｢公共職業安定所｣ に至
























とともに, ｢国民勤労動員署｣ は ｢公共職業安定
所｣ として再スタートを切った｡ 折しも翌48年に
は, ILO から国際労働条約 ｢職業安定組織の構成





















①) は , 表 1 の通り, ｢求人確認｣ , ｢求職確認｣, 
｢相談指導｣, ｢あっせん｣ の全ての機能について 








は, 古く従来から存在していた｡ 例えば, 戦前に
おける繊維工業や炭坑産業の成長期においては, 
当時の工場等における爆発的な労働需要に対し, 



















は, 当初より ｢手数料｣ 制限と ｢取扱職業｣ 設定
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によって規制的に運用されている｡ 
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表 2 有料職業紹介における取扱職業許可範囲の変遷 
年度 取扱職業の加除修正 
1947年 美術家, 音楽家, 演芸家, 医師, 歯科医師, 
獣医師, 薬剤師, 弁護士, 計理士, 科学者を
指定 (11職種) 
1948年 助産婦, 看護婦, 理容師を追加 
1949年 マネキン, 映画演劇関係技術者, 調理師, 保
健婦を追加 
1951年 美術モデル, 家政婦を追加 
1952年 配ぜん人を追加 
1955年 生菓子製造技術者を追加 
1956年 理容師 (48年指定) から美容師を分離し, 指
定追加 
1957年 バーテンダーを追加 
1964年 経営管理者 , 通訳案内者を追加｡  科学者 
(47年指定) を科学技術者に変更 
1969年 クリーニング技術者を追加 
1974年 通訳案内者 (64年指定) を通訳に変更 
1980年 音楽家と演芸家 (ともに47年指定) をまと
め, 芸能家として新たに指定 
獣医師 (47年指定) と保健婦 (49年追加) を
削除 
マネキン (49年指定) を実演販売とファッ
ションモデルに分離し , 前者をマネキン, 
後者を美術モデル (51年指定) と統合し, 新
たに指定 
































1960年代より, OA (オフィスオートメーション) 
化や IT 化の進展とともに新たなビジネス領域が
広がり, それが社会問題となっていった｡ それが 
｢情報処理業｣ と ｢事務処理業｣, 現在で言うとこ
ろのソフトウエア開発事業等の情報サービス産業
とペイロール等の BPO 事業19)である｡ 














されるようになった｡ これが, もう一方の ｢事務
処理業｣ である｡ 企業の OA 化においては, その
初期段階で大量の入力業務ニーズが生じるため, 
事務処理事業者は急速に大規模化したが, 行政管















いる｡ 以降, 同研究会の提言が端緒となり, 新た
に職業安定法の関連法として労働者派遣法が制定
され, 労働者派遣事業がスタートする (86年～)｡ 
労働者派遣法においては, それまで規制されてい
た ｢周旋人ビジネス｣ でおきたような弊害顕在化








庁による ｢情報処理業｣ と ｢事務処理業｣ に対す
る行政勧告を意識したものだったと考えられよ
う｡ 
労働者派遣事業のサービス機能は, 表 1 の通り, 
職業紹介事業に類似している｡ 求人企業に対し営
業を行って求人内容を確認する  (表 1  ｢求人確
認｣ →○) 一方, 求職者に対して登録を受け付け
たりするなどして求職内容を確認する (表 1  ｢求











的機能 【類型Ⅲ [2]】) 
ところで, 上述の1978年 ｢労働力需給システム研
究会｣ 提言には, 次のような内容が記されている｡ 
提言のポイントは, 第一に, (行政管理庁から指
摘を受けた労働者供給的な事業には) ソフトウエ












滞する恐れがあること, などである｡ この ｢労働
需給システム研究会｣ 提言は, 現在の状況に照ら
して考えても, 極めて的確なものであったと評価













等に関する法律：1971年～)｣ を改正し, 94年, 60
歳以上の高齢者のみを派遣する事業 (高齢者派遣
会社) については, 当時適用業種が厳しく規制さ



























能統合 【類型Ⅲ [1]・[2]】) 
紹介予定派遣は, 派遣元事業主が, 派遣先労働
者と派遣先企業に対して派遣期間終了後, 職業紹
介を行う (ことを予定する) 形態である｡ これは, 




派遣｣ と呼ばれることがある｡ このとき, 両者の
見定め (見極め) ののちマッチングに至った段階
で, 派遣元事業主は ｢派遣労働者を派遣先企業に
































































｢職業紹介｣ であり, 同法はこれを ｢求人及び求
職の申込みを受け, 求人者と求職者の間における
雇用関係の成立をあっせんすること｣ と定義して
いる23)｡ 先の表 1 に照らして考えれば, ｢求人及び
求職の申込みを受け｣ る行為は ｢求人確認｣ と同 
｢求職確認｣ を同時並行的に行って (表 1  ｢求人
確認｣・｢求職確認｣ →○), これを受け付ける (受
理する) プロセスを意味しており, また, ｢求人者
と求職者の間における雇用関係の成立をあっせん
する｣ 行為は双方に対して ｢相談指導｣ を行い 
(表 1  ｢相談指導｣ →○), 両者間で労働契約が直
接交わされるまでサポート支援 (世話) するサー
ビスを意味している｡ 
一般に言われる ｢人材紹介｣ は, ｢“人材” を対
象とした “職業紹介”｣ を意味する造語である｡ 




有する者を ｢高度人材 (ホワイトカラーと同義)｣ 
と緩やかにカテゴリー化し, これを営利目的の民
間ビジネスが, 職業安定法上の ｢有料職業紹介許
可事業者｣ として ｢職業紹介｣ サービスを提供す
ることを意味する｡ ｢人材紹介｣ は, この対象と




人材紹介には実態上, ①サーチ型, ②登録型, ③

































事業の形態は, 公共職業安定所 (ハローワーク) 









































( 4 つの基本業務とそのバランス) 
人材紹介業の業務を分解してみると, その基本
業務は表 2 のように整理される｡ 求人・求職登録
の受け付け (受理) は, 求人企業の ｢雇い入れの









表 3 人材紹介 (職業紹介サービス) の基本 4 業務 
業務＼対象 求人企業 求 職 者 
情報収集 求人開拓 求職者開拓 
相談・あっせん コンサルティング カウンセリング 
出所：筆者作成による｡ 
 
表 3 のマトリックスは, 縦軸 (表頭) に ｢情報
収集｣ と ｢相談・あっせん｣ の 2 つの業務をとり, 
横軸 (表側) に人材紹介事業者の 2 つのサービス
対象をとって, 二次元で 4 つのセル (象限) を析
出したものである｡ ここから 4 つの基本業務が浮
かび上がる｡ 人材紹介サービスの, ①求職者開拓, 
②カウンセリング (求職者相談), ③求人開拓, ④
コンサルティング (求人企業相談) の 4 業務であ













き合わなければならない｡ なぜなら, 繰り返すが, 
























16  人材紹介業のビジネスモデルと労働市場 
求職者視点でのカウンセリングサービスがおろそ
かになってしまったりする｡ 








ん, の 4 つのプロセスからなる｡ 
業務①及び②については, これを求人企業及び
求職者双方に対して行うが, 業務対象の取扱順序












の受付及び事実 (本人) 確認から始まる (｢ 4 つの



















































今度は, それに続いて ｢事実確認｣ 業務が行われ
る｡ ここでは, 業種や職種分野ごどに専門化され




よって ｢求人票｣ 記載内容の事実を確認し, 併せ
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て当該求人登録企業の事業内容, 経営・人事組織
















































｢求職票｣ の受理が義務づけられる｡ ｢求職票｣ 提
出後には, 各登録求職者にそれぞれ 1 名のコンサ
ルタントが担当として割り当てられ, 面接がじっ
くりと行われる｡ ここで登録求職者が本人 (であ
るかどうか) の確認, 学歴・職歴, 職業能力, 希望
条件などが詳しく聴取されていく｡ 結果について
は担当コンサルタントが内容を文書化し, ファイ





















































































票 (一般的に ｢キャリアシート｣ と呼ばれる) を
もとに行われる (いわゆる ｢キャリアの棚卸し｣)｡ 
同時に, 労働市場の情報や各事業者の取扱実績な
















な ｢面接対策｣ に関する指導が行われる (｢面接


























の基本 4 業務 (求職者開拓, 求職者カウンセリン






る ｢技術者の労働移動モデル｣ (図 1 ) から, 人材
ビジネス及び人材紹介業の ｢ノウハウのあり方｣ 
を理論化してみたい｡ 図 1 は, 技術蓄積と技術革




図 1 技術蓄積構造の革新と高度人材の労働移動モデル26) 
 
 
図 1 のピラミッドは, それぞれの産業や個々の
企業組織の技術蓄積構造を示している｡ 
例えば, 製造業の技術蓄積構造で考えると, 図 
1 で最も下の ｢基盤的技術｣ の領域には, 鋳造 
(いもの), 鍛造, メッキ, 熱処理, 塗装, 機械加工, 
金属プレス, プラスチック成型等の ｢いわゆる 3 




他方, 対極にある図 1 で最も上の ｢高度技術｣ の
領域には, いわゆる ｢ハイテク｣ 部門が相当する｡ 
大手メーカーであれば, ｢中央研究所｣ や各事業




間に挟まれる ｢中間技術｣ の領域には, ｢基盤的













Ｂ財  Ａ財 
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である (イノベーションによる図 1  ｢Ａ財｣ から 
｢Ｂ財｣ への世代交代)｡ これは, そのピラミッド
構造の変化とともに, 技術蓄積ニーズの変化を意





まれば高まるほど (｢基盤的技術｣ よりも ｢高度




業にいずれも重なる技術領域  (図 1 の網掛け部




















移動) は, 図 1 の①のような ｢同じ産業の技術分
野におけるタテ移動｣ , あるいは同②のような 
｢同じ産業かつ同程度の技術レベルにおけるヨコ
移動｣ が一般的である｡ もちろん, この範囲での
労働移動は, 人材紹介コンサルタントとしても比














存産業の拡大による雇用ニーズの高まりと (図 1  
｢Ａ財｣ 産業における労働需要の拡大), イノベー
ションによって派生する新規産業の新たな雇用需
要の発生 (同 ｢Ｂ財｣ 産業における労働需要の拡
大) の ｢ 2 つの機会増大の相乗効果｣ を背景とす
るものである｡ 図 1 における ｢Ａ財｣ 産業のピラ
ミッド (三角形) が膨張する一方, 新たに同 ｢Ｂ
財｣ のピラミッド (三角形) が現れ, これら ｢ 2 
つの三角形｣ が重なり合いながら面積を広げてい
くことで, 当該分野の労働市場が拡大していく｡ 
好況下においては, まず既存産業 (図 1  ｢Ａ財｣ 
の領域) の労働需要が拡大することから, そのな
かでの労働移動は, まずは移動が比較的容易な図 
1 ①及び②のルートから活性化されていく｡ 図 1 
①の ｢タテの移動｣ が ｢Ａ財｣ の三角形の高さを
引き上げ, 同②の ｢ヨコの移動｣ が同じ三角形の
幅を広げることでピラミッドは大きさを増してい
く｡ このとき, ｢Ａ財｣ 産業における ｢高度技術｣ 
の一部 (かつての半導体など) が, 新たな ｢Ｂ財｣ 
の ｢中間技術｣ (耐久消費財のエレクトロ技術な
ど) として成熟することになるが, その新規産業
創生の起点には, 図 1 ③のような ｢斜めの労働移
動｣ ルートが前もって発生している｡ ｢Ｂ財｣ 産





一方, 新たに派生する労働需要分野 (図 1  ｢Ｂ
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｢高度技術｣ 分野や, 生産・加工組立などの ｢中間
技術｣ 分野の爆発的な労働需要には, ベビーブー
マー世代の新規学卒者が大学や高校から大量に供












ビジネスは, 図 1 ①～④をマーケットとし, 図 1 
①・②及び④においては主に求人広告など求人情






























とった ｢技術者の労働移動モデル｣ で見ると, ま
ず生産量の減少によって図 1  ｢基盤的技術｣ が担
う領域の活動が停滞することから, ｢中間技術｣ 
の労働移動 (図 1 ②) が停滞してしまう｡ さらに 
｢中間技術｣ 領域の縮小が ｢高度技術｣ の援用ニ
ーズを低下させることで, ｢高度技術｣ の労働移












かう斜めの労働移動｣ (図 1 ③) と ｢(新規学卒採
用など) 新規供給ルートを介した産業外からの人




戦略のもとで (事業の ｢選択と集中｣ をしっかり
と吟味したうえで), また ｢ピンポイントの範囲｣ 
はさらに狭められていく (同時に図 1  ｢Ａ財｣ の































ある (図 1 ⑤)｡ 















高度人材の探索である (図 1 ③におけるマッチン
グ精度の向上)｡ 









































図 1 の技術者を前提とした ｢高度人材の労働移
動モデル｣ は, 管理職, 営業職, 事務職など ｢文
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科系高度人材｣ の労働移動の構造的理解に応用す
ることができる｡ 
例えば, 金融業の技術蓄積構造で考えると, 図 





ら構成される｡ 他方, ｢高度技術｣ の領域には, 
企業金融, 信用リスク管理, 外国為替, 資産管理 
(アセットマネジメント) など ｢金融工学｣ をベ
ースとした ｢コンピュータ上での管理技術｣ から








ろの ｢財｣ つまり金融業の ｢サービス｣ が大きな
変貌を遂げた｡ 図 1 の ｢Ａ財｣ ｢Ｂ財｣ について, 
ここでは ｢Ａサービス｣ ｢Ｂサービス｣ に読み替
えて考えると, 金融業は, 従来の直接金融による
預貸業務を中心とした ｢Ａサービス｣ から, 社債
等による直接的資金調達 (コーポレートファイナ









材が適宜吸収され (図 1 ②及び③), ｢中間技術｣ 
領域の拡大に伴い大量の大卒学卒者が採用された 
(図 1 ④)｡ 一方, 銀行の高卒採用など ｢基盤的技
術｣ 領域の新規採用は大幅に縮小されたが, グロ
ーバルに広がる ｢高度技術｣ 領域では, 海外の大
学の MBA 取得者や外国人など高学歴人材の採用


































その後のフォローである (図 1 ③)｡ 






例えば, ｢Ｂサービス｣ の中間技術には, 顧客 (投
資家など) と金融市場を結ぶ金融マーケティング
業務が含まれるが, この ｢マーケティング技術｣ 
は, 消費財などの小売業などにも長期的に蓄積さ
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れている技術である｡ 顧客群のセグメンテーショ


























決してない｡ その企業は, その人材に対して ｢ポ














図 2 は, ある大企業の大卒採用者の人事・昇進
記録をもとに, タテ軸に ｢係長｣ や ｢課長｣ のポ
スト (資格) を, ヨコ軸に勤続年数 (34年｡ 22歳
入社で56歳まで) をとり, それぞれのポイントで
処遇されているホワイトカラーの人数について, 




えば, 図 2  ｢勤続 3 年目・主事 2 級の43人｣ は, 前
年  (勤続 2 年時 ) の同じ職位の従業員が全員 
(100％) 同時昇格したことを示しており, また同
様に ｢勤続 6 年目・主事 1 級の38人と同・主事 2 級
の 3 人｣ は, 前年 (勤続 5 年次) では同じ職位であ
った同期入社の従業員が翌年 , 92.7％が昇進し 
(38人｡ 主事 2 級から 1 級へ) たものの, 残りの
7.3％が昇進しなかった ( 3 人｡ 主事 1 級のまま) 
ことを示している｡ 
図を見ても解るとおり, 大企業ホワイトカラー
の昇進構造には, 時期的に見て, 大きく 3 つの組
織内キャリア形成パターン (モデル) がある｡ 
まず第一に, 若年期 (図 2 では入社 5 年目まで
の初期キャリア) における ｢同一年次・同一昇進｣ 













ストダウン｣ を志向しないという側面もある｡ 図 
2 のケースを見ても, 入社配属で ｢主務 1 級｣ だ
った同期入社は, 勤続 3 年目に全員が ｢主事 2 級｣ 
に昇進している｡ 
第二に, キャリアの明確化がなされるプロセス 
(キャリア形成期｡ 図 2 では入社 5 ～17年目まで) 
における ｢成果主義・競争｣ パターン (図 2 Ｂ 
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｢昇進スピード・競争モデル｣) である｡ 
 
図 2 ホワイトカラーの昇進構造と組織内キャリアの 3 類型29) 
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なものではない｡ 図 2 の通り, 勤続 6 年目に第一
次選抜が行われ (｢主事 1 級と 2 級｣ への分化), さ
らに勤続 7 年目に第二次選抜 (｢主管と主事 1 級｣ 
への分化) が行われるが, 勤続 9 年目から数年間
は同一資格で推移する ｢踊り場｣ が現れ, あたか
も ｢同期入社の先行昇進組 (トップランナー) が, 
後続滞留組 (フォロワー) の到着待ち｣ をするか
のような現象が確認されている31)｡ 図 2 において





年目以降, 出向転籍もしくは離職まで) における 
｢トーナメント型競争｣ パターン (図 2 C ｢トーナ
メント型競争モデル｣) である｡ 





従前のモデル (図 2 B) のような敗者復活は行われ
ない｡ 言い換えれば, これは ｢一度敗退した時点






であろう｡ とはいえ, これは ｢社内資格｣ の上で
の ｢横ばい推移｣ であり, 実際の職位は異なるこ
とが多い｡ 例えば, 社内資格では ｢課長止まり｣ 
であったとしても, その資格のままで関連会社へ
出向し ｢部長ポスト｣ に着任したり, 同様に ｢部
長止まり｣ であったとしても, 関連会社などの ｢取
締役など役員ポスト｣ に就くケースがある｡ 
(昇進構造の変化と人材紹介業の役割) 









まずは, 若年時の ｢一律年功モデル｣ が, 求人
企業として取り扱う各企業において, どの時期まで
適用されているのかを判断することが重要である｡ 






































































な傾向｣ は, 決して加齢によるものだけではなく, 
こうした昇進構造のモデルからも説明可能であ
















スト (context) は ｢文脈, 脈絡｣ と訳されるが, 
その組織文化に係る概念化においては ｢コミュニ
ケーションを行う者同士が共有する前提条件｣ を
意味し, 大きく ｢ハイコンテクストな (組織行動
や仕事において流れや文脈が重視される傾向を持
つ) 組織｣ と ｢ローコンテクストな (同じ場面で, 
情報や客観的事実が重視される) 組織｣ に分けら
れる｡ このとき前者の組織 (ハイコンテクスト重
視) では, 共有する前提条件の完成度が高いため, 
コード化された情報は必要最小限で済み, その分
だけ組織行動の機動性や統一性は高くなる｡ 一方, 
後者の組織 (ローコンテクスト重視) では, 前提
条件の共有が進んでいないことから, 組織内のコ
ミュニケーションでは一定量の意味ある情報の交
換が不可欠となる｡ 図 3 は, 両者の関係を図式化
したものである｡ 
一般的には, 日本企業には ｢ハイコンテクスト
な組織｣ が多く, 外資系企業には ｢ローコンテク
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それによって状況を判読し, その都度合理的な意思 決定を重ね, 実績を積み上げていくことである｡ 
図 3 コンテクスト･情報･意味の相関関係と 
｢コミュニケーション環境・コミュニケーション行動マトリックス｣33) 







































た求人情報は, そもそも概念として ｢情報｣ であ
り, 文化的コンテクストの意味を表現したもので
はない｡ しかしながら, 日本企業の多くにおいて





















































いる｡ これは, 一定のフォーマット (様式第 8 号) 
に基づき, ①求人数 (常用, 及び臨時・日雇), ②求
職数 (新規求職), ③就職数 (常用, 及び臨時日雇), 
④ (紹介) 手数料収入合計額を実数で報告するも
のである｡ 取扱職業は,  8 種類設定されているが 
(Ａ.専門的・技術的職業, Ｂ.管理的職業, Ｃ.事務
的職業, Ｄ.販売の職業, Ｅ.サービスの職業, Ｆ.
保安の職業, Ｇ.農林漁業の職業, Ｈ.運輸・通信の
職業, Ｉ.生産工程・労務の職業), いわゆる ｢人材
紹介業｣ が取り扱っているとされる職業は, ｢専
門的・技術的職業｣ (企業の研究職, 技術者, 弁
護・会計士, 教員など), ｢管理的職業｣ (企業や団
体の管理職員など), ｢事務的職業｣ (企業の事務職










場である｡ 図 4 は ｢職業紹介事業報告｣ の常用求
人数 (図 4  ｢白い壁｣), 新規求職件数 (同 ｢網掛け
の濃い壁｣), 常用就職数 (同 ｢網掛けの薄い手前
の壁｣) について, 平成11～19年の変化をグラフ
化したものである｡ 
図 4 の通り, 常用求人数 (｢白い壁｣ の伸び) が





なる｡ とはいえ, 求人, 求職それぞれの大きさに
比べ常用就職件数は伸び悩み, 同じく19年度では
99,543件に止まった｡ ｢求人のうち就職が決まっ
た比率｣ を示す ｢充足率｣ は約10％, ｢求職のう
ち就職が決まった比率｣ を示す ｢就職率｣ は約
14％となっている｡ 
第二に, ｢管理的職業｣ の職種別労働市場であ
る｡ 同じく図 5 は ｢職業紹介事業報告｣ の常用求
人数, 新規求職件数, 常用就職数について, 平成
11～19年の変化をグラフ化したものである｡ 
図 4 と 5 は, 縦軸の ｢件・人数｣ の目盛りを等し
くとっているので, 図 5  ｢管理的職業｣ の取り扱
い規模が ｢専門的・技術的職業｣ に比して少なく
なっているのは明確である｡ さらに, 図 5 は図 4 
と異なり, ｢濃い網掛けの壁｣ (新規求職件数) が 
｢白い壁｣ を一貫して上回る ｢買い手市場｣ とな
っている｡ 平成19年度の実績では, ｢管理的職業｣ 
の常用求人数は 157,108人 , 新規就職件数は
186,780件であり, 求人倍率に直すと約0.85倍とな
る｡ ｢専門的・技術的職業｣ と同様, 求人, 求職そ
れぞれの大きさに比べ常用就職件数は伸び悩み, 
同じく19年度では15,130件に止まった｡ ｢充足率｣ 
は約9.6％, ｢就職率｣ は約 8 ％となっている｡ 
第三に, ｢事務的職業｣ の職種別労働市場であ
る｡ 同じく図 6 は ｢職業紹介事業報告｣ の常用求
人数, 新規求職件数, 常用就職数について, 平成
11～19年の変化をグラフ化したものである｡ 
図 4 の通り, 人材紹介業における ｢事務的職
業｣ の労働市場は, 新規求職件数 (｢濃い網掛け
の壁｣ の伸び) が常用求人数 (｢白い壁｣ の伸び) 




直すと約1.3倍となる｡ 他職種と同様, 求人, 求職
それぞれの大きさに比べ常用就職件数は伸び悩ん
でおり, 同じく19年度では78,270件に止まった｡ 
｢充足率｣ は約17.7％, ｢就職率｣ は約13.3％とな
っている｡ 
以上が, 人材紹介業が取り扱うとされる 3 職種
の取扱規模であるが, 人材紹介業の取扱範囲とし
てこの 3 職種に ｢販売の職業｣ を加えて考える場
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合がある｡ ｢販売の職業｣ は, 厚生労働省の職業
分類では ｢販売店員｣ や ｢マネキン35)｣ などが該
当するが, 人材紹介業事業者による ｢職業紹介事
業報告｣ では, 自社における ｢企業の営業職・セ
ールス担当など｣ の取り扱いを ｢販売の職業｣ の
項目でカウントし, 報告するケースが極めて多く
なっているからである｡ その意味で, 同報告にお
ける ｢販売の職業｣ のカテゴリーは, ｢販売店員｣ 
と ｢マネキン｣ 及び ｢営業職｣ から構成されると
考えられるが, ｢マネキン｣ の取り扱いは臨時・日




図 7 は ｢販売の職業｣ の常用求人数, 新規求職件
数, 常用就職数について, 平成11～19年の変化を
グラフ化したものである｡ 
図 7 の通り ｢販売の職業｣ は, 上述の ｢専門
的・技術的職業｣ と同様, 常用求人数 (｢白い壁｣ 
の伸び) が新規求職件数 (｢濃い網掛けの壁｣ の
伸び) を近年では常に上回る ｢売り手市場｣ にな
っている｡ 平成19年度の実績では, ｢販売の職業｣ 
の常用求人数は 269,558人 , 新規就職件数は
289,816件であり, 求人倍率に直すと約0.9倍とな
る｡ 同様に, 求人, 求職それぞれの大きさに比べ
常用就職件数は伸び悩み , 同じく19年度では
36,300件に止まった｡ ｢求人のうち就職が決まっ
た比率｣ を示す ｢充足率｣ は約13.5％, ｢求職の
うち就職が決まった比率｣ を示す ｢就職率｣ は約
11.6％となっている｡ 
 
図 4 人材紹介業における ｢専門的・技術的職業｣ の労働市場 
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図 6 人材紹介業における ｢事務的職業｣ の労働市場 
 
 






扱規模 (平成19年度) は ｢専門的・技術的職業｣, 









集計データの攪乱要因は, 主に次の 2 つにまとめ
られる｡ 
まず第一に, 求人企業側, 求職者側双方におけ
る ｢多重登録｣ の実態である｡ 
図 8 は, 社団法人日本人材紹介事業協会 (以下, 
人材協) が2008年10月に行ったアンケート調査 
(1,114件配布, 有効回答313件｡ 以下, アンケート
調査) から, 各事業所が日頃行っている ｢求人情
報開拓手段｣ について, 効果的なものから順に複
数で回答を求め, 上位 4 位までの回答頻度をグラ
フ化したものである36)｡ 
図 8 の通り, 最も多くとられている求人開拓手
段は ｢企業訪問｣ であるが, 次いで多いのは ｢自
社ホームページ (での求人受付)｣, ｢企業ホームペ
ージ検索 (によるアプローチから企業訪問への移
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ーチし, 同じく企業訪問へ移行)｣, ｢民間の無料求
人サイト (有料サイトに同じ)｣ となっている｡ 

























に図 9 は, 同じく人材協のアンケート調査から 
｢求人情報開拓手段｣ についてグラフ化したもの
である37)｡ 
図 9 の通り, 最も多い求職者開拓手段は ｢自社
ホームページ｣ で, 次いで ｢民間の有料求人サイ
ト｣, ｢口コミ情報｣ となっている｡ 決定的なポイ
ントは ｢民間の有料求職サイト｣ の利用が ｢一番

















図 8 人材紹介業における求人情報開拓手段の多様化とネット活用36) 
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は, ①求人票 (フォーマット・求人台帳) 及び, ②
契約書が用意される｡ ①については, 企業訪問な
どで求人先の属性情報を整理するとともに, 仕事











































企画職｣ の受理件数について, それぞれ ｢専門
的・技術的職業｣ ｢管理的職業｣ ｢事務的職業｣ ｢販
売の職業｣ のいずれに分類とするか, その判断基
準は全く統一されていない 39)｡  ①の分類でも , 
｢部下を持つゆえに管理職｣ とする紹介事業者と 
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には, 製造業 (回答事業所の67.7％が受け付け｡ 
以下同じ ) が最も多く , 次いでサービス業 
(67.1％ ), 情報通信業  (60.1％ ), 卸・小売業 






紹介業は概ね, 製造業から金融, 情報, 流通, 医
療, その他サービスの広い範囲に渡って求人を取
り扱っていると理解してよいだろう｡ 例えば, 製造





(例えば図 4  ｢専門的・技術的職業｣ における常用求
人の飛躍的な伸び) の背景になっている｡ 







いる求職者 (人材) は, 新規求職者 (図11 ｢求職
者｣), 就職決定者 (同 ｢就職者｣) いずれも, 若干
ながら ｢在職中の者｣ が上回っている｡ 一般的な
通説では, ｢在職者が転職する際は民間の人材紹
介業などを利用し, 失業者が再就職する際は公共
機関 (ハローワークなど) を利用する｣ と考えら
れているが, 登録型人材紹介業の求職受け付け・
取扱いの実態においては, 求職登録数, 就職決定
数ともに ｢失業中の者｣ が 4 割を超えており, 失
業者においても一定の役割を果たしていると言え
る｡ しかしながら, サーチ型紹介においては図11の
通り, ｢在職の者｣ の比率が, 新規求職者, 就職決定
者ともに 7 割を超えており, こちらについては, 上
記の ｢通説｣ がある程度当てはまると考えて良い｡ 
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その一方, 労働者派遣を主に行っている人材ビ
ジネスの企業内の職業紹介部門など ｢紹介予定派
遣型紹介42)｣ においては, 図11の通り, 新規求職





う (後述するが, こうした機能を背景に, 紹介予
定派遣型紹介事業の ｢求人開拓コスト｣ が相対的
に高くなっている)｡ 
また, 図12は, アンケート調査結果をもとに, 
各事業所が考える ｢今後重視していく求職者のタ
イプ｣ について複数で回答を求め ( 3 つまで), そ
の回答頻度をグラフ化したものである43)｡ 
 
図11 業態別・人材紹介業が取り扱う ｢人材｣ の就業状態41) 
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図12の通り, 新規求職者, 就職決定者ともに 
｢失業中の者｣ が一定比率含まれている現状はあ
るものの, 戦略的な求職者開拓の市場としては, 
圧倒的に ｢(在職中の) 転職希望者｣ を志向して
いることがわかる (｢ 1 番目｣ の回答頻度となる
図12の黒い部分, つまり ｢最も重視する｣ とする
回答が多い)｡ 次いで ｢一般失業者｣ が多くなっ
ているが, ここでは ｢ 1 番目｣ の回答頻度は低く 








所が取り扱った ｢常用就職｣ 者を対象に, それぞ
れの就職先における雇用関係成立時の ｢予定年収








つまり ｢年収の低い層｣ から順次 ｢高い層｣ へと
積み上げているが, 取扱職種別では ｢管理的職
業｣ (図12 ｢管理｣), ｢専門的・技術的職業｣ (同 
｢専門技術｣), ｢販売の職業｣ (同 ｢販売｣), ｢事務
的職業｣ (同 ｢事務｣) の順で, 年収500万円未満の 
｢年収の低い層｣ が多くなっているのがわかる｡ 
図12の通り, ｢専門的・技術的職業｣, ｢販売の職




他方, ｢管理的職業｣ (図12 ｢管理｣) については, 
｢300万円未満｣ は少ないものの, その上の ｢300
～499万円｣, ｢500～699万円｣, ｢700～899万円｣, 
｢900～1199万円及び1200万円以上｣ がそれぞれ
20％弱から30％弱の比率でバランスよく取り扱っ
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職辞退となったケース｣ つまり ｢いわゆるミスマ
ッチ｣ の背景について, その要因を選択肢に提示
して複数回答を求め ( 3 つまで), その回答頻度を
グラフ化したものである45)｡ 
図14の通り, ミスマッチの要因については ｢業
務経験｣ が最も多く, ｢資格・能力｣ (図14 ｢1番
目｣ の回答が多い) と ｢求職者の人柄｣ がこれに
続いている｡ ｢賃金水準｣ はこれらに次いで多い
要因とはなっているが, その棒グラフの構成を見
ると ｢ 1 番目｣ に上げた回答は少なく, その意味
で大きな要因とはなっていない｡ また, その次に
多い ｢業務・作業の内容｣ は ｢業務経験｣ とほぼ
同義であり, さらに次の ｢職場の人間関係｣ は 


















化を背景として (図 8 ・ 9 ), とりわけ近年の ｢専門
的・技術的職業｣ における求人・求職数の飛躍的
な伸び (図 5 ) に牽引されながらマーケットを拡
大させてきており, ミスマッチなどの課題はいく
つかあるものの (図14), 様々な業種からの幅広い




活動の結果｣ である ｢常用就職件数｣ について, 
厚生労働省 ｢職業紹介事業報告｣ のデータを取扱
職種別に (図 4 ～ 7 から) 取り出し, グラフに再整
理したものである｡ 
 
図14  ｢ミスマッチ (不採用や就職辞退)｣ の要因45) 
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次いで ｢事務的職業｣ が多く, しかも近年の 5 年
間で大きく件数を伸ばしている (平成15年度の










その一方, ｢管理的職業｣ の常用就職件数は, 





























おいても, ｢就職弱者｣ の取り扱いが増大し, 公
共職業安定所 (ハローワーク) と民間の人材紹介
業の市場競合が進んでいくなかで, 自社存続の大
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関する条約は1997年の ｢民間職業仲介事業所条約 
(181号条約)｣ であるが, 同条約は ｢公共 (公共職
業安定所：ハローワーク) と民間の職業仲介事業
所 (人材紹介者や労働者派遣など) の協力促進｣ 
を求めている｡ また同時に, 公共職業安定所に関
する条約には公的な職業安定組織の維持を求める



































2009年 3 月, を参照されたい｡ 
   筆者は, この事業実施のため同協会内に設置され





 2) 氏原正治郎・高梨昌 (1971) による ｢労働市場｣ の
定義は次の通りである (以下引用：P.4)｡ 
   ｢労働市場とは, 労働力が商品として売買されるこ
とが基本前提となっている資本制社会の, 労働力の
価値 (または価格) の決定機構｣ と定義できる｡ 
   あたかも, 一般の商品の価値 (または価格) が, 商
品市場で形成・実現されるように, 労働力の価値 (価
格) も, 労働市場で形成され, 労働市場の変貌の過程
で変化する｡ その意味で, 労働市場の理論とは, 労
働力の価値 (価格) 論の ｢全部｣ ではないが, 重要な 













コ内引用者) ］ からである｡ 
 3) 佐野哲 (2005) より引用｡ 
 4) ビジネスの構造として事業者が登録者に直接会う
ことができないため, ｢ひやかし｣ や ｢なりすまし｣ 
が排除できない｡ これが求人企業等からの個別アク
セス (いわゆる ｢スカウトメール｣) がつながらない 
(返信がない) 要因の一つになっている｡ 
 5) 『広辞苑 (第 5 版)』 によれば, あっせん (斡旋) と
は ｢事が進展するよう, 人と人の間を取り持つこと｡ 
世話｡ 周旋｣ を意味する｡ 
 6) 吉井正英 (1987) が, 当時の事情について詳しく論
じている｡ 
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200万円を約したが, 診療所経営者がその支払いを拒
んだため, 人材スカウト事業者側がその支払いを訴
求したところ, 職業安定法 (当時) により有料職業紹
介事業の手数料の上限として定められた率で計算さ
れる50.5万円の限度で請求が認容されたものである｡ 
   なお, この判決は, 職業安定法に関する初めての
最高裁民事判例である｡ 
 8) 詳しくは, 日本労働研究機構 (1999) pp.40-41.を参
照されたい｡ 
 9) 詳しくは, 小笹・榊原 (2005) pp.56-57.を参照され
たい｡ 
10) “Syukko (出向)” は “Judo (柔道)” と同様, 日本独
特の概念である｡ 
11) リクルートワークス ｢大卒求人倍率調査｣ によ
る｡ 
12) 『平成19年労働経済白書』 p.22を参照されたい｡ 
13) とはいえ, 欧米先進諸国との比較においては, 日
本の若年者失業率はまだ低いほうである｡ OECD の
エンプロイメントアウトルックにおいて15-24歳層
失業率の比較 (2005年) を見ると, 日本は8.7％であ
るが, フランス22.8％, ドイツ15.2％, カナダ12.4％, 
イギリス11.8％, アメリカ11.3％, 韓国10.2％となっ
ている｡ 
14) 中島寧綱 (1988) pp.130-132. 





16) 2009年現在では, 職業安定事業と能力開発の ｢雇
用保険二事業｣ となっている｡ 
17) 神林龍 (2000) pp.13-14. 
18) 労働省 (現・厚生労働省) ｢第13回民間労働力需給




20) 行政管理庁 (現・総務省省) 『民営職業紹介事業等
の指導監督に関する行政監察結果報告書』 (1978年)｡ 





労働者供給 (現在の労働者派遣) として禁じている 
｢雇用関係のない者への指揮命令にあたる｣ との疑
義が持たれたのである｡ 
21) しかしながら制度化当初, いわゆる ｢求人者と派
遣登録者の (雇用前の) 事前面接｣ が, この ｢あっせ
ん｣ に相当する行為として社会問題化した｡ これは, 
派遣希望登録者をその都度, 雇用し派遣する ｢登録


















派遣に限って, ｢事前面接行為｣ (派遣就業前の面接, 
履歴書の送付等) が可能になっている｡ 




業者) が, 親会社の購買部や関係会社室等に依頼し, 
ベンダーや部品メーカー等の取引先情報を収集する
ケース, などがある｡ 




る｡ こうした ｢有効概念｣ が徹底される中で, この
有効求人数をもとに算出した求人倍率を ｢有効求人
倍率｣ という｡ しかしながら, 民間の職業紹介事業
者 (人材紹介業を含む) には, この ｢有効概念｣ が存
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在しない｡ 
26) 関満博 (1993) による ｢技術集積の三角形モデル｣ 
(pp.102-103.図 4-1 技術の集積構造の概念) をベース
に, 労働移動を示す動線を加筆したものである｡ た
だし同著では ｢高度技術｣ ではなく, ｢特殊技術｣ と
称されている｡ 
27) 関満博 (1993) p.104.｡ 
28) 詳しくは, 今田・平田 (1995) を参照されたい｡ 
29) 佐藤・藤村・八代 (1993) における ｢大卒事務職の
勤続年数別資格構成｣ (p.73) に, 同 ｢組織内キャリ
アの 3 類型｣ (p.74) を組み入れたものである｡ 
30) 詳しくは, 八代 (1995) を参照されたい｡ 
31) 詳しくは, 花田光世 (1987) などを参照されたい｡ 
32) 詳しくは, 今田・平田 (1995) を参照されたい｡ 
33) Hall (1976) と太田 (1991・1995) による｡ 
34) 詳しくは, 太田 (1995) を参照されたい｡ 










キン｣ は, 概念上の意味では ｢広告宣伝員｣, 職業分
類上のカテゴリーでは ｢販売員｣ であるが, 現場で
の職務内容は前者のもので, 金銭の授受を伴う販売
行為には原則としてタッチしない｡ 
   ちなみに ｢職業紹介事業報告｣ における ｢マネキ
ン｣ 紹介許可事業所の取扱実績 (平成19年度) は, 常
用求人153,009人 , 新規求職 127,383件 , 常用就職
62,354件, 臨時日雇就職 (のべ) 5,720,084人日となっ
ている｡ 





年 3 月, を参照されたい｡ なお図 8 は, 同調査表 【問
13】 の結果による｡ 
37) 脚注29に同じ｡ 





年 3 月, を参照されたい｡ 
39) 脚注31に同じ｡ 
40) 人材協アンケート調査票 (2008年10月) 【問 9 】 に
よる｡ 
41) 人材協アンケート調査票 (2008年10月) 【問 8 - 2 】 
による｡ 
42) 人材協アンケート調査票 (2008年10月) 【問10】 に
よる｡ 
43) 人材協アンケート調査票 (2008年10月) 【問20】 に
よる｡ 
44)人材協アンケート調査票 (2008年10月) 【問 8 - 6 】 に
よる｡ 
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八代充史 (1995) 『大卒ホワイトカラーのキャリア』 日
本労働研究機構 
花田光世 (1987) ｢人事制度における競争原理の実態｣ 









際戦略提携』 晃洋書房, 第 6 章所収) 
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